
防災庁設置に向けた予算確保の方向性
○令和８年中の防災庁設置に向け、事前防災の徹底や災害対応力の強化等を図るとともに、
防災庁の設置及び施策の実施体制の整備等に必要な予算を確保し、防災体制の抜本的強化を図る。
○既に措置された令和７年度補正予算（122億円）も併せて活用し、防災体制の充実・強化を更に加速化する。

[内閣府防災担当・防災庁予算]

合計202億円（前年度：146億円）

令和８年度当初予算

○防災庁の設置・運営等に必要な経費
・防災庁関係経費 45億円（新規）
 [設置・運営に必要な準備経費、人件費、運営経費等]

・防災力強化総合交付金 35億円（新規）
[シミュレーションに基づく災害リスク評価を通じた防災計画の見直し、
  資機材や運用体制など、地方自治体への防災対策支援の抜本的強化]

・事前防災対策総合推進費 17億円（前年度17億円）
 [防災技術の開発・実装など各省連携による事前防災対策の推進]

上記のほか、以下のような防災対策の充実を推進。
◇大規模災害対策の推進 ◇避難生活環境の抜本的改善
◇被災者支援体制強化 ◇産官学民連携体制の構築
◇防災教育、人材育成の推進 ◇防災DXの推進            
◇国際防災協力、防災産業の海外展開 など

○防災対策の充実・司令塔機能の強化

[内閣府防災担当・準備室予算]

合計122億円
〈主要事項〉
・プッシュ型支援物資の分散備蓄の充実
（6.5億円）
・大規模地震に係る地域ごとの分野横断
的な災害リスク評価（0.3億円）
・防災情報システムの効果的な利活用
促進業務（5.5億円）
・船舶を活用した医療提供体制にかかる
資器材等の整備（6.9億円）
・被災者生活再建支援金等（47.8億円、
※義務的経費）
・新総合防災情報システムの整備
（16.2億円、デジタル庁一括計上） など 

令和７年度補正予算

[地域未来交付金]
・地域防災緊急整備型
（1,000億円の内数） 1
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防災庁の設置に向けた災害対応力の抜本的強化（主要事項）
（令和８年度当初予算及び令和７年度補正予算）

１．一貫した災害対応の司令塔機能の確立
○防災力強化総合交付金 35億円（新規）
・シミュレーションに基づく災害リスク評価を通じた実効性の高い防災
計画への見直し、防災・減災に必要な資機材や運用体制の整備など、
地方自治体の防災対策に対する国の支援を抜本的に強化する新たな
交付金を創設。

○事前防災対策総合推進費 17億円（17億円）
・防災技術の開発・実装や各省連携等による事前防災
対策の推進。

２．事前防災の徹底・災害対応力の充実強化

（１）モレ・ムラのない被災者支援の実現
○プッシュ型支援の備蓄物資の分散備蓄の充実 6.5億円*
・新たな分散備蓄拠点の追加整備及び冷暖房機器など備蓄物資・
資機材の充実。

○船舶活用医療に関する資器材等の整備 6.9億円*
・船舶活用医療の提供に必要な資器材等を分散備蓄する。

（２）産官学民連携体制の強化
○官民連携による被災者支援のネットワークの構築 4.4億円*
・NPO等の登録・管理データベースの整備・運用、災害中間支援組
織の機能強化、団体登録制度の周知等の普及啓発を実施する。

（３）防災人材育成や訓練、防災教育の推進
○地方自治体と連携した訓練・研修の拡充 3.9億円（3.9 億円）
・地方自治体と連携した地震・津波防災訓練等の実施や自治体職
員向けの研修の拡充。

（４）デジタル防災技術の徹底活用（防災DX）

○防災情報システムの効果的な利活用促進 5.5億円*
・新物資システム（B-PLo）の操作研修や現地訓練、新総合防災
情報システム（SOBO-WEB）の実践的な訓練の普及促進等。

○災害画像の集約等による初動対応の充実 1.1億円（新規）
・災害時の空撮画像を集約・解析し、被害の全体像を迅速に共有。

（５）防災技術の開発・実装、国際展開

○国際防災協力・防災産業の海外展開 3.7億円（3.4億円）
・防災産業の海外展開支援の充実とともに、2027年秋のアジア太
平洋防災閣僚級会議（日本開催）に向けた企画・検討を実施。

【８年度当初予算：202億円（146億円）】
 【７年度補正予算：122億円】

（注）*は７年度補正予算を含む

○防災庁関係経費 44.8億円（新規） ・防災庁の設置・運営に必要な準備経費、人件費、運営経費等。

地震・津波防災訓練

NPO等による支援の例
（炊き出し）

国外展示会における防災
技術のプレゼンテーション

段ボールベッドの例

SOBO-WEB
のイメージ

船舶の車両甲板で
使用するエアテント

整備イメージ
（トイレカー）

被害の全体像と現場
のリアルを統合表示
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